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市民の・市民による・市民のための働き方

ワーカーズ・コレクティブ

ワーカーズ・コレクティブ ネットワークジャパン（WNJ)

藤井恵里

【設立】 ワーカーズ・コレクティブの全国組織として1995年 設立

【活動】 ワーカーズ・コレクティブの設立支援。事業支援。社会的認知を拡げる。
法制化を目指す。2年に1度全国会議を開催

【構成】 1号会員 10県単位の連合組織 2号会員 7団体 賛助団体会員 29団体

【規模】 組合員数（1号会員）7000人 単体組合数 約340団体 年間事業高 約135億円

約6割の事業所が法人格取得（NPO40％、企業組合17％、一般社団2％、その他2.9％）

（基礎調査2020年による） 1
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ワーカーズ・コレクティブの誕生

源流は19世紀。思想も運動もフランスで発展し、
ヨーロッパ、アメリカへと広がり発達した

日本では、1982年に生活クラブ神奈川がデポー
開設を契機に「ワーカーズ・コレクティブ人人（にん
じん）」を設立。業務委託請負事業、軽食・喫茶事
業を開始。翌年以降、弁当、惣菜事業の事業展開を
はかったのが始まり。

☆予約共同購入

☆組合員主権の自主管理・自主運営による参加型組織

☆組合員の成長と共に活動が拡がる

組合員の主体性★環境・食の安全・平和・福祉（参加型福祉）・

文化・市民自治などさまざまな社会運動の実

践。非営利・市民事業（Ｗ.Ｃｏ）、代理人運動

生活クラブ生協は「私」の道具
生協組織内に蓄えた
「社会関係性資本」を使い
①地域に必要な機能をつくる
②生活に必要な材をつくる
③社会関係における自己表現

★主体的な生活クラブ生協組合員の活動（運動）

参加のあり方を労働として発展させ、自ら納得した

サービスやモノを作りだす手法としてできたのが、

ワーカーズ・コレクティブです。

生協運動から生まれたワーカーズ・コレクティブ
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1980年のＩＣＡモスクワ大会でのレイドローの報告

<生産的労働のための協同組合」に触発され始まった。男女の比率は

女性が9割を占める
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「一人一票の平等な権利と責任」
全員が一人一票の権利を持ち、対等・公平な組織運
営と、経営や運営に主体的に関わり責任を持って働
きます。報酬は労働の対価として、全員で話し合っ
て適正に分配します。

ワーカーズ・コレクティブって何？

出資

労働
支え合って
自分らしく働く

運営
口も出すけど
責任も負う

「全員が主体的に関わる」

協同組合型の働き方です。

「地域社会への貢献」

地域の多様な「こまった」に応え、暮らしやすい

地域社会づくりのために、人々が主体的かつ自発
的に集まって始める非営利の市民事業です。

働く人の協同組合

性別、年齢、ライフスタイル、国籍、障がい
や働きにくさのあるなしなど、違いを認め
合い、配慮し合って働きます。
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多様なワーカーズ・コレクティブ

▪ 居宅での家事援助・介護（99）、

▪ 施設での家事援助・介護・ディサービス（38）

▪ 居宅介護支援事業（ケアマネ）（32）

▪ 託児・保育・学童保育・塾など（54）

▪ 居場所・たまり場等（16）

▪ 仕出し弁当・配食・惣菜・レストランなど（54）

▪ 施設での食事づくり、配食など（31）

▪ パン・焼菓子製造（10）

▪ リサイクル、石けん製造など（7）、

▪ 衣類リフォーム・採寸（2）

▪ 住宅関連・清掃・管理（8）

▪ 編集・企画事務・事務・経営支援（20）

▪ 健康指導・鍼灸・薬局（4）

▪ 製品・食品製造販売、販売等（9）

▪ 移動サービス（25）

▪ 生協の業務委託（生協店舗運営・配送・事務）（63）

▪ その他（パソコン・カルチャー・葬祭サポート・食器レンタル・引っ越しなど）（56）

ワーカーズ・コレクティブは
すべてが独立した単体の事業体です
全国には約500のワーカーズ・コレクティブがあります
1事業所当たり

メンバー数は3人～300人
事業高は300,000円～600,000,000円
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2021/10/25

「変更しない理由がない！」
生協業務委託のW.Coが組織変更を表明既に今年度総会で準備に入ることを決定し
ている団体もある。

9月末日に全団体（340）を対象に行った意識調査の中間集計（回答数197）では

労働者協同組合法の認知度は97％（191/197）
組織変更…28団体 新規取得…18団体

が具体的な検討に入っていると答えている
その他69団体が政令・省令・指針等詳細な情報が入手できれば具体的に検討したい
としている。

10月末を最終集約としている。（組織変更・新規取得は増える見込み）

こういった動きを加速させるためにも、

組織変更及び新規取得についての詳細情報情報が共有され、検討に入ることができ
るW.Coが増える必要があります。
一日も早く政令・省令・指針が公布されることを望んでいます。
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組織変更を表明しているW.COの事例

労働者協同組合は、働くことを働く者自らが自治できる「協同労働」という働き方で、
地域に必要とされる仕事を営利を目的とせず行うことで、
誰もが豊かに、たすけあって、働き、暮らせる地域社会づくりと、その持続可能性を目指す
「市民が、働きを通して持続可能なまちづくりに参画するための協同組合」

より豊かな地域社会づくりを目指すうえで 『多様な需要に応じた事業』の展開は重要です。
しかし、それらは必ずしも事業性（収益性）の高い事業とは限りません。
多様な人々による多様な働き方、関わり方を包摂するしくみや制度の充実がさらに必要であ
ると考えています。充実の第1歩としての「労働者協同組合」と捉えています。
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2021/10/25

➢各地で学習会開催（成立から約50回開催）
・各連合組織での学習会（理事会・単体W.Co・全体）
・生活クラブ生協（単協）向け学習会
・生活者ネットワーク向け学習会
・他団体からの依頼による学習会

➢大学での講座（寄付講座・ゲストスピーカー）

・千葉大学、立教大学、金城学院大学

➢他団体との連携による活動

・ワーカーズコープ、共同連、協同労働ネットワーク、法制化記念フォーラム実行委員会、
社会的企業研究会、日本協同組合連携機構等

➢2月26日 ガイドブック作成 約5,000部発行

➢7月15日「社会運動7月号」ワーカーズ・コレクティブ～労働者協同組合を知る～ 2000部

➢8月22日WNJ主催（共催：生活クラブ連合会-共済連）フォーラム開催（353アクセス）

➢2022年2月19・20日 第15回全国会議開催予定（神奈川）
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